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1  労働組合の経済効果に関わる研究は数多い。近年、文献をサーベイしたものとしては Hirsh (2008)  や 
Bennett and Kaufman (2007)  がある。日本の労働組合の経済効果についての最新の研究成果はおそらく





















2.  日本の解雇規制の成り立ち 
 











中で形成されたとされている。最高裁判所は 1975 年の日本食塩製造事件、1977 年の高知放
送事件で相次いで同法理を追認し、法的判断の枠組みとして確立させた。また、最高裁判
決に至るまでの長い裁判実務の積み重ねもあり、判例確立と並行して、ほぼ定型化した訴
                                                  


































                                                  















































































































































































雇に相当し、希望退職への応募も含まれる）の総数は、1980 年に 17.2 万人だったのが、バ
ブル崩壊後の 1995 年には 30.8 万人、 山一證券の廃業後の 1998 年には 43.4 万人を数え、 2000
年にも 42.3 万人を数えた。以降、2006 年に至っても円高不況期の最高水準すなわち年間 30
万人を下回ることはない。同様に、 「本人の責」による離職者（おおむね普通解雇に相当）
の総数も、 1980 年の 17.0 万人から、 1995 年の 27.5 万人、 1998 年の 33.9 万人と増加し、 2000
年には「経営上の理由」による離職者とほぼ同数の 41.6 万人を数えている。両者を合わせ
れば、2000 年前後には年間 100 万程度が解雇類似の方法で職を失ったことになる。また、
玄田･太田･照山(2008)によれば、 1996 年以降雇用喪失率が顕著な増加を示し、 1990 年の 3.8%





年以降も増加し続け 2002 年に 63.4 万人でピークを打った後減少に転じ、結局 2006 年には
35.9 万人まで低下した。ところが、他方の「本人の責」による離職者は、2000 年よりすぐ
に減少に転じ、2006 年には「経営上の都合」の離職者の 3 分の 1 程度の 12.7%にまで低下 7
し、円高不況時の水準を下回っている。年平均完全失業率のピークは 2002 年の 5.3%である
から、 「本人の責」による離職は景気の底を前にすばやく減少に転じ、1995 年前後までは同























































































































出所)  厚生労働省『労働争議統計調査』 
 
                                                  
5  雇用保険の失業給付時に離職理由を明示するようになったのは 2001 年からであり、このことが影響して







した 2001 年の労働損失日数は 3 万日を下回り、2003 年以降は 1 万日に届いていない。逆に
雇用動向調査上の解雇類似の離職者が 2001 年の 3 分の 1 程度のおよそ 33 万人にとどまっ
た 1991 年には、労働損失日数は 2001 年の 3 倍の 10 万日に迫っている。解雇者数と争議数




























                                                  
6  ただし、本稿図表 3 の解雇は『雇用動向調査』から採取された数値で、いわゆる雇い止めが算入されて
おらず、 個別相談窓口では案件の2割程度を占める5人未満の事業所からの離職者も含まれていないので、
この割合の正確性については検討の余地がある。  9



























































































































































出所) 神 林 (2008a)図表 6-10(1)p.189 
 

















                                                  
7  Mnookin. and Kornhauser (1979)  で人口に膾炙したいわゆる効率的な交渉を象徴する言葉。  10
4.  2002 年以降の変化：訴訟行動？紛争制度？ 
 
4.1  紛争の個別化と労働市場の変容 
もし訴訟行動に変化があるとすれば、原因として何が考えられるであろうか。 
まず考えられるのは、 解雇紛争が個別化の様相を強くしている点である。 神林(2008b)は、
2000 年から 5 年間に東京地裁で終局した解雇事件を総覧し、紛争が個別化傾向を強めてい
ることを指摘している。調査対象全体（509 件）のうち整理解雇事件は 55 件であったが、
そのうち原告が 1 人であった事件は 37 件 （67％） を占めていた。 他方、 『判例体系 CD-ROM』
に採録されている 1975～85 年までの整理解雇事件 54 件のうち、単独個人で提訴された訴
訟は 21 件と 4 割に満たない。通常複数の労働者が解雇される整理解雇においても、訴訟に
いたるには単独個人の要因が支配的になっていることがわかる。また、55 件のなかで不当
労働行為が主張されたのは 8 件、労働協約違反が問われたのはわずかに 2 件にとどまる。




く変化したことをあげよう。 1970 年代後半から 80 年代前半に多くを占めていた生産運輸関
係職業の構成比が低下している。総務省『国勢調査』によれば、当該職種は 1980 年の就業
者のうち 36.4％をしめていたが、1990 年には 35.1%、2000 年には 32.9%と構成比は趨勢的
に低落している。他方、事務･技術･管理関係職業は着実に増加しており、1980 年に 29.8%
だった構成比は、1990 年に 34.4%、2000 年には 35.5%と生産運輸関係職と逆転している。
第二に、企業の雇用管理方法も変化している。厚生労働省『就労条件総合調査』によれば、
専門業務型裁量労働制（1999 年までは裁量労働のみなし労働時間制）を採用する企業の割
合は、1988 年にはわずか 0.3％だったのが、2005 年には 3.4%に増加している。また、厚生
労働省『雇用管理調査』では、専門職制度のある企業の割合は 1981 年に 7.1%だったのが
2002 年には 19.5%にまで増えている。これらの雇用管理の変化は、勤務条件（とくに職種･
勤務地など）を特定化した個別労働条件の設定が拡大しつつあることを示唆している。実
際、 労働政策研究･研修機構の 「労働条件の設定・変更と人事処遇に関する実態調査」 では、
個別労働条件を設定した労働者がいる企業は、2004 年に 32.1%（1000 人以上の大企業に関
しては 55.9%）に達している。ちなみに、特別に条件を設定するのは、賃金･労働時間に関











4.2  総合労働相談コーナーの設置 
労働紛争の法的制度的も、こうした労働紛争の個別化に対応して、この時期に大きな変更
が加えられた。すなわち、総合労働相談コーナーの設置と労働審判制度の導入である。 












図表 4：  個別労働紛争と通常訴訟･仮処分の推移 
(a) (b) (b)/(a)*10000 (c) (c)/(a) (c)/(b)
2002年4月～2003年3月 89.3 10.3 3.2 363.3 3036 1439 16.1 443.4
2003年4月～2004年3月 62.9 14.1 4.7 750.2 5352 2471 39.3 523.8
2004年4月～2005年3月 51.4 16.0 4.9 954.4 6014 2519 49.0 513.8
2005年4月～2006年3月 40.8 17.6 5.2 1283.9 6888 2838 69.6 541.8
2006年4月～2007年3月 48.6 18.7 5.1 1050.0 6924 2823 58.1 553.2
(d) (e) (e)/(a) (e)/(b) (e)/(c) (f) (f)/(a) (f)/(b) (f)/(c) (d)/(a) (d)/(b) (e)/(c)
2002年1月～2002年12月 1,073 474 5.3 146.1 0.33 599 6.7 184.6 0.42 12.0 330.6 0.75
2003年1月～2003年12月 1,112 530 8.4 112.3 0.21 582 9.3 123.4 0.24 17.7 235.7 0.45
2004年1月～2004年12月 1,090 573 11.2 116.9 0.23 517 10.1 105.4 0.21 21.2 222.3 0.43
2005年1月～2005年12月 981 507 12.4 96.8 0.18 474 11.6 90.5 0.17 24.0 187.3 0.35

















あろう 2004 年以降に限ると、解雇者 1 万人あたり 1000 件程度の案件が相談窓口に寄せら
れている計算になり、この水準は比較的安定している。換言すれば、解雇に伴いおよそ 1
割の割合で何らかの紛争の種が生じていることになる。 
いったん相談された解雇案件に限ると、 斡旋制度が利用されるのは 1 万件の相談に対して









の新受件数は、2000 年代初頭の 1000 件程度から、2006 年には約 800 件に下落した((d)欄)。
ただし、この下落は解雇者が減少する程度に比べると穏やかなようである。解雇者 1 万人
あたりの通常訴訟提起数は、 2002 年の 5.3 件に対して 2005 年は 12.4 件((e)/(a)欄)、 仮処分提
起数は 2002 年の 6.7 件に対して 11.6 件((f)/(a)欄)である。したがって、合算では 2002 年の
12.0 件から 2005 年の 24.0 件までかえって増加しているのがわかる((d)/(a)欄)。 これが、 図表











訴訟提起数は 2002 年に 146.1 件だったのが 2006 年には 89.4 件と継続的に低落している
((e)/(b)欄)。仮処分提起数についても同様で、相談 1 万件あたり 184.6 件だったのが 68.2 件














4.3  労働審判制度 
このようななか、さらなる制度改革として、2006 年 4 月 1 日より年間 1500 件程度の利用
の予想のもとに労働審判制度が開始された。実際には、2007 年 3 月末日までの段階で 1163
件の申し立てがあり、予想を 2 割ほど下回った。とはいえ、終局した 919 件のうちおよそ 7
割の 644 件で調停が成立し、審判にいたった 162 件でも 67 件で異議申し立てがなく、結局




ュリスト』1331 号、 『別冊 NBL』119 号は、労働審判制度施行 1 年を区切り、同制度を評価
する論考を特集している。本稿もこれらの特集に報告された最高裁がまとめたとする数値
を中西･水口･石嵜(2007)より引用した） 。 まず、 終局した 919 件のうち解雇に関わる事件 （地
位確認）は 454 件と 49.4%をしめている。地方裁判所が新規に受けてきた通常訴訟労働事件
のうち解雇に関わる事件は概ね 2 割程度なので（たとえば 2005 年では原告が労働者側の通
常訴訟労働事件 2303 件中、解雇に関わる事件は 507 件で 22.0%であった） 、通常訴訟と比較
すると労働審判制度では解雇事件の比率が高い。他方、概ね 8 割が解雇事件である仮処分
労働事件と比較すると、労働審判制度で扱った案件が解雇に関わる比率は低い（たとえば
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